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一 国際調査報告 （条約第 2 1条(3))

(54) Title: ELEVATOR DEVICE

(54) 発明の名称 ：エレベータ装置

(57) Abstract: The purpose o the present invention i s to
[図 save the space in the horizontal direction and vertical direc

tion of a hoistway. A n elevator device, wherein a hoist (8)
4d 1c comprises a sheave (9) and a motor part (10) for rotating the

sheave and i s disposed in an upper part within a hoistway
(1). A suspension means (12) i s wound around a first car
suspending pulley (13a), a second car suspending pulley
(13b), the sheave (9), and a counterweight suspending pulley
(14) in sequence. The second car suspending pulley (13b),
the sheave (9), and the counterweight suspending pulley (14)
are disposed on one side with respect to a car guide rail cen4a
ter line (CI) connecting first and second car guide rails (3a,

13a 3b) when viewed ：from above. Part of the motor part (10) i s
disposed between the back surface of the second car guide

- 15 rail (3b) and a hoistway wall. The sheave (9) i s disposed so
一3a as t o overlap with the second car guide rail (3b) when

viewed from the landing side.- 2a
C 1 (57) 要約： 昇降路の水平方向及び垂直方向の省

1a スペース化を図ることを目的 とする。 エ レ
ベータ装置において、巻上機 (8) は、綱車 (9) と、
綱車を回転させるモータ部 (10) とを有 し、昇降路
(1) 内の上部に配置されている。懸架手段 (12) は、
第 1のかご吊リ車 (13a )、第 2 のかご吊リ車 (13b ：) 、
綱車 ( 9)、及び釣合おもリ吊リ車 (14) に順に巻き掛
けられている。第 2 のかご吊り車（1 )、綱車 (9)

4c 及び釣合おもリ吊リ車 (14) は、真上から見て、第
1 及び第 2 のかごガイ ドレール (3a,3b) を結ぶかご

ガイ ドレール中心線 C I )に対 して一側に配置されている モータ部（10)の一部は、第 2 のかごガイ ドレール
(3b) の背面と昇降路壁との間に配置されている―。綱― 車 (9) は、乗場側から見て、第 2 のかごガイ ドレール b)
と重なるように配置されている。



明 細 書

発明の名称 ：エレベータ装置

技術分野

[0001 ] この発明は、かごを昇降させる巻上機が昇降路内の上部に配置されている

機械室レスタイプのエレべ一タ装置に関するものである。

背景技術

[0002] 従来の機械室レスタイプのエレべ一タ装置では、かごの昇降領域及びその

延長上のスペースと昇降路壁との間に薄形巻上機が配置されている。この構

成では、かご吊り車は、かごガイ ドレールを挟んで釣合おもりの反対側に配

置されている。このため、一対のかごガイ ドレールの一方のかごガイ ドレ一

ルの後ろに巻上機の綱車とモータ部とが配置されている （例えば、特許文献

、 2 参照）。

[0003] また、他の従来の機械室レスタイプのエレべ一タ装置では、かご吊り車が

、かごガイ ドレールに対 して釣合おもり側に配置されている。この構成では

、巻上機は、釣合おもりの昇降領域の上部で、かつ、真上から見て一対の釣

合おもりガイ ドレール間に配置されている。また、釣合おもり側の綱止め部

は、巻上機の真下に配置されている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特許第 2 5 9 3 2 8 8 号公報

特許文献2 ：特許第 2 7 7 7 3 4 0 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] 特許文献 1 、 2 に示された従来のエレべ一タ装置では、かごガイ ドレール

の後ろに綱車とモータ部とが配置されているため、昇降路の平面スペースが

増大するという問題があった。また、他の従来のエレべ一タ装置では、釣合

おもり側の綱止め部が巻上機の真下に配置されているため、巻上機を支持す



る梁とは別に、綱止め部を取り付ける梁が必要となり、部品点数が増える。

また、釣合おもりの昇降空間を確保しつつ、釣合おもりの上方に2 段の梁を

配置するため、昇降路の鉛直方向の寸法を大きくする必要がある。

[0006] この発明は、上記のような課題を解決するためになされたものであり、巻

上機をより効率的に昇降路内に配置し、昇降路の水平方向及び鉛直方向の省

スペース化を図ることができるエレべ一タ装置を得ることを目的とする。

課題を解決するための手段
[0007] この発明に係るエレベータ装置は、第 1及び第 2 のかご吊り車が設けられ

ており、昇降路内を昇降されるかご、昇降路内に設置され、かごの昇降を案

内する第 1及び第 2 のかごガイドレール、釣合おもり吊り車が設けられてお

り、昇降路内を昇降される釣合おもり、昇降路内に設置され、釣合おもりの

昇降を案内する第 1及び第 2 の釣合おもりガイドレール、綱車と、綱車を回

転させるモータ部とを有しており、昇降路内の上部に配置され、かご及び釣

合おもりを昇降させる巻上機、かご側端部と釣合おもり側端部とを有してお

り、第 1のかご吊り車、第 2 のかご吊り車、綱車、及び釣合おもり吊り車に

順に巻き掛けられ、かご及び釣合おもりを吊り下げる懸架手段、昇降路内の

上部に配置され、かご側端部が接続されているかご側綱止め部、及び昇降路

内の上部に配置され、釣合おもり側端部が接続されている釣合おもり側綱止

め部を備え、第 2 のかご吊り車、綱車及び釣合おもり吊り車は、真上から見

て、第 1及び第 2 のかごガイドレールを結ぶかごガイドレール中心線に対し

て一側に配置されており、モータ部の一部は、第 2 のかごガイドレールの背

面と昇降路壁との間に配置されており、綱車は、乗場側から見て、第 2 のか

ごガイドレールと重なるように配置されている。

発明の効果
[0008] この発明のエレベータ装置は、第 2 のかご吊り車、綱車及び釣合おもり吊

り車は、真上から見て、第 1及び第 2 のかごガイドレールを結ぶかごガイド

レール中心線に対して一側に配置されており、モータ部の一部は、第 2 のか

ごガイドレールの背面と昇降路壁との間に配置されており、綱車は、乗場側



か ら見て、第 2 のか ごガイ ドレール と重なるように配置 されているので、巻

上機 をよ り効率 的に昇降路 内に配置 し、昇降路 の水平方向及び鉛 直方向の省

スペース化 を図ることがで きる。

図面の簡単な説明

[0009] [ 図 1] この発明の実施 の形態 1 によるエ レべ一タ装置 を示す平面図である。

[ 図2] 図 1 の I I _ I I 線 に沿 う断面図である。

[ 図3] 図 1 のエ レべ一タ装置 を斜め側方か ら見た斜視 図である。

[ 図4] 図 1 のエ レべ一タ装置 を斜め上方か ら見た斜視 図である。

[ 図5] この発明の実施 の形態 2 によるエ レべ一タ装置 を示す平面図である。

[ 図6] この発明の実施 の形態 3 によるエ レべ一タ装置 を示す平面図である。

[ 図7] この発明の実施 の形態 4 によるエ レべ一タ装置 を示す平面図である。

[ 図8] 図 7 の V I I I - V I I I 線 に沿 う断面図である。

発明を実施するための形態

[001 0] 以下、 この発明を実施 するための形態 について、 図面 を参照 して説明する

実施 の形態 1 .

図 1 は この発明の実施 の形態 1 によるエ レべ一タ装置 を示す平面図、 図 2

は図 1 の I I _ I I 線 に沿 う断面図、 図 3 は図 1 のエ レべ一タ装置 を斜め側

方か ら見た斜視 図、 図 4 は図 1 のエ レべ一タ装置 を斜め上方か ら見た斜視 図

である。

[001 1] 図 において、昇降路 1 は、互 いに対向する第 1 及び第 2 の昇降路壁 1 a ，

1 b と、乗場 とは反対側 に位置する第 3 の昇降路壁 1 c とを有 している。

[001 2] 第 1 の昇降路壁 1 a には、複数 の第 1 の レール ブラケ ッ 卜2 a が上下方向

に互 いに間隔 をおいて設置 されている。第 1 の レール プラケ ッ 卜2 a には、

第 1 のか ごガイ ドレール 3 a が締結 されている。第 2 の昇降路壁 1 b には、

複数 の第 2 の レール ブラケ ッ 卜2 b が上下方向に互 いに間隔 をおいて設置 さ

れている。第 2 の レール プラケ ッ ト2 b には、第 2 のか ごガイ ドレール 3 b

が締結 されている。



[001 3] か ご 4 は、 第 1 及び第 2 のか ごガイ ドレール 3 a ， 3 b 間 に配置 されてお

り、第 1 及び第 2 のか ごガイ ドレール 3 a ， 3 b に案 内されて昇降路 1 内を

昇降 され る。 また、 か ご 4 は、互 いに対向する第 1 及び第 2 のか ご側面 4 a

， 4 b と、 か ご出入 口が設 け られたか ご前面 4 c と、 か ご前面 4 c に対 向す

るか ご背面 4 d とを有 している。

[0014] 第 1 のか ご側面 4 a は、 第 1 の昇降路壁 1 a に対 向 している。第 2 のか ご

側面 4 b は、 第 2 の昇降路壁 1 b に対 向 している。 か ご背面 4 d は、 第 3 の

昇降路壁 1 c に対 向 している。

[001 5] 第 1 及び第 2 のか ごガイ ドレール 3 a ， 3 b は、 か ご 4 の前後方向 （図 1

の上下方向）の同 じ位置 に配置 されている。 また、真上か ら見て、第 1 及び

第 2 のか ごガイ ドレール 3 a ， 3 b 間 を結ぶ か ごガイ ドレ一ル 中心線 C は

、 か ご 4 の幅方向 （図 1 の左右方向） に平行である。

[001 6] 第 2 の レール プラケ ッ ト2 b には、第 1 の釣合 おも りガイ ドレール 5 a が

締結 されている。 また、第 2 の昇降路壁 1 b には、複数 の第 3 の レール ブラ

ケ ッ 卜2 c が上下方向に互 いに間隔 をおいて設置 されている。第 3 の レール

プラケ ッ 卜2 c には、第 2 の釣合 おも りガイ ドレール 5 b が締結 されている

[001 7] 第 1 及び第 2 の釣合 おも りガイ ドレール 5 a ， 5 b は、真上か ら見て、第

2 のか ご側面 4 b と第 2 の昇降路壁 1 b との間に配置 されている。 また、真

上か ら見て、第 1 及び第 2 の釣合 おも りガイ ドレール 5 a ， 5 b 間 を結ぶ釣

合 おも りガイ ドレール 中心線 C は、 か ごガイ ドレール 中心線 C 1 に対 して

直角である。

[001 8] 釣 合 おも り 6 は、第 1 及び第 2 の釣合 おも りガイ ドレール 5 a ， 5 b 間 に

配置 されてお り、第 1 及び第 2 の釣合 おも りガイ ドレ一ル 5 a ， 5 b に案 内

されて昇降路 1 内を昇降 され る。 また、釣合 おも り 6 は、 か ご 4 と同 じ高 さ

に位置するときに、第 2 のか ご側面 4 b に対 向する。 さ らに、釣合 おも り 6

は、真上か ら見て、第 2 のか ご側面 4 b と第 2 の昇降路壁 1 b との間、即 ち

か ご 4 の側方 に配置 されている。



[001 9] 第 1 の釣合おもりガイ ドレール 5 a の上端面上には、巻上機支持梁 7 (図

1 では省略）が載せ られている。巻上機支持梁 7 は、釣合おもり6 の真上で

、かご4 の前後方向に平行、かつ水平 に配置されている。 また、巻上機支持

梁 7 は、かご4 の前後方向の前側 に位置する第 1 の支持梁端部 7 a と、後 ろ

側 に位置する第 2 の支持梁端部 7 b とを有 している。

[0020] 第 1 の支持梁端部 7 a は、第 2 のかごガイ ドレール 3 b の背面に締結 され

ている。第 2 の釣合おもりガイ ドレール 5 b は、第 2 の支持梁端部 7 b を貫

通 している。 また、第 2 の支持梁端部 7 b は、第 2 の釣合おもりガイ ドレ一

ル 5 b の背面に締結 されている。巻上機支持梁 7 は、第 2 のかごガイ ドレ一

ル 3 b と、第 1 及び第 2 の釣合おもりガイ ドレール 5 a ， 5 b とにより支持

されている。

[0021 ] 巻上機支持梁 7 上 には、かご4 及び釣合おもり6 を昇降させる巻上機 8 が

設置されている。巻上機 8 は、円筒状の綱車 9 と、綱車 9 を回転 させる円筒

状のモータ部 1 0 と、綱車 9 の回転 を制動する複数 （ここでは一対）のプレ

—キ 1 1 a ， 1 1 b とを有 している。 また、巻上機 8 は、昇降路 1 内の上部

で釣合おもり6 の真上に配置されている。 さらに、巻上機 8 は、真上か ら見

て、第 2 のかご側面 4 b と第 2 の昇降路壁 1 b との間で、少な くとも一部が

釣合おもり6 と重なるように配置されている。

[0022] 綱車 9 には、かご4 及び釣合おもり6 を吊 り下げる懸架手段 1 2 (図 1 で

は省略）が巻 き掛 けられている。懸架手段 1 2 と しては、複数本の口一プ又

は複数本のベル トが用い られている。かご4 及び釣合おもり6 は、懸架手段

1 2 によ り昇降路 1 内に吊 り下げられてお り、巻上機 8 により昇降路 1 内を

昇降される。

[0023] 綱車 9 の直径 D 1 は、 モータ部 1 0 の直径 D 2 ( ァウタロータタイプであ

ればロータ外径、インナロータタイプであればステ一タ外径）の 1 / 2 以下

である。 このような小径の綱車 9 は、例えば、高強度 高屈曲率の樹脂被覆

口一プ又は細径の口一プを懸架手段 1 2 と して用いることにより実現可能で

ある。



[0024] かご4 の下部には、第 1及び第 2 のかご吊り車 1 3 a ， 1 3 b が設けられ

ている。第 1及び第 2 のかご吊り車 1 3 a ， 1 3 b には、懸架手段 1 2 が巻

き掛けられている。第 1及び第 2 のかご吊り車 1 3 a ， 1 3 b は、かご4 の

前後方向の同 じ位置に配置されている。

[0025] 第 1 及び第 2 のかご吊り車 1 3 a ， 1 3 b の回転軸は、かご4 の前後方向

に平行、かつ水平である。これにより、懸架手段 1 2 の第 1及び第 2 のかご

吊り車 1 3 a ， 1 3 b 間を通る部分は、真上から見て、かごガイ ドレール中

心線C に対 して平行である。また、第 1 のかご吊り車 1 3 a は、第 1 のか

ご側面 4 a の真下に配置されており、第 2 のかご吊り車 1 3 b は、第 2 のか

ご側面 4 b の真下に配置されている。

[0026] 釣合おもり6 の上部には、釣合おもり吊り車 1 4 が設けられている。釣合

おもり吊り車 1 4 には、懸架手段 1 2 が巻き掛けられている。釣合おもり吊

り車 1 4 は、真上から見て、釣合おもりガイ ドレール中心線C 2 に斜めに交

差 している。

[0027] 第 1 のかごガイ ドレール 3 a の上端部近傍には、かご側綱止め部 1 5 が設

けられている。巻上機支持梁 7 上には、釣合おもり側綱止め部 1 6 が設けら

れている。釣合おもり側綱止め部 1 6 は、巻上機 8 と第 2 の釣合おもりガイ

ドレール 5 b との間に配置されている。

[0028] 懸架手段 1 2 は、かご側綱止め部 1 5 に接続されたかご側端部 1 2 a と、

釣合おもり側綱止め部 1 6 に接続された釣合おもり側端部 1 2 b とを有 して

いる。懸架手段 1 2 は、かご側端部 1 2 a 側から、第 1 のかご吊り車 1 3 a

、第 2 のかご吊り車 1 3 b 、綱車 9 、及び釣合おもり吊り車 1 4 の順に巻き

掛けられている。即ち、かご4 は、 2 ： 口一ビング方式で吊り下げられて

いる。

[0029] 実施の形態 1 では、第 1 のかご吊り車 1 3 a 、第 2 のかご吊り車 1 3 b、

綱車 9 、釣合おもり6 、及び釣合おもり吊り車 1 4 が、真上から見て、かご

ガイ ドレ一ル中心線C に対 して一側 （かご4 の前後方向の後ろ側）に配置

されている。即ち、釣合おもり6 は、真上から見て、かごガイ ドレ一ル中心



線 C に対 して綱車 9 と同 じ側に配置されている。

[0030] また、モータ部 1 0 の一部は、第 2 のかごガイ ドレール 3 b の背面 と第 2

の昇降路壁 1 b との間に配置されている。さらに、綱車 9 は、乗場側か ら見

て、第 2 のかごガイ ドレール 3 b と重なるように配置されている。

[0031 ] さ らにまた、綱車 9 は、モータ部 1 0 のかご4 側 に配置されている。そ し

て、綱車 9 のかご4 側の端面は、第 2 のかごガイ ドレール 3 b のかご4 側の

端面 （頭面）よりもモータ部 1 0 側 に位置 している。 このため、綱車 9 は、

乗場側か ら見て、第 2 のかごガイ ドレ一ル 3 b よりもかご4 側へ突出 してい

ない。

[0032] また、 ブレーキ 1 1 a ， 1 1 b は、水平方向に互いに対向するように、モ

—タ部 1 0 の外周部に配置されている。さらに、 ブレーキ 1 1 a ， 1 1 b は

、乗場側か ら見て、第 2 のかごガイ ドレール 3 b と重なるように配置されて

いる。

[0033] さ らにまた、綱車 9 及び一方のブレーキ 1 1 a は、真上か ら見て、第 2 の

かごガイ ドレール 3 b を挟んで互いに対向 している。即ち、第 2 のかごガイ

ドレール 3 b の背面にモータ部 1 0 が配置され、第 2 のかごガイ ドレール 3

b の一側に綱車 9 が配置され、第 2 のかごガイ ドレール 3 b の他側にプレー

キ 1 1 a が配置されている。言い換えると、第 2 のかごガイ ドレール 3 b は

、真上か ら見て、その一部が、モータ部 1 0 、綱車 9 及びブレーキ 1 1 a に

より形成された凹部内に配置されている。

[0034] 綱車 9 及び釣合おもり側綱止め部 1 6 に作用する吊り荷重は、巻上機支持

梁 7 により支持されている。懸架手段 1 2 の綱車 9 と第 2 のかご吊り車 1 3

b との間の部分は、第 2 のかごガイ ドレール 3 b よりもかご4 の前後方向の

後 ろ側で、第 2 のかご側面 4 b と第 2 の昇降路壁 1 b との間を通 っている。

[0035] このようなエ レべ一タ装置では、第 2 のかごガイ ドレール 3 b の背面にモ

—タ部 1 0 を配置 し、綱車 9 は第 2 のかごガイ ドレール 3 b の側方に配置 し

たので、第 2 のかごガイ ドレ一ル 3 b の背面に巻上機 8 全体を配置する場合

に比べて、第 2 のかごガイ ドレール 3 b と第 2 の昇降路壁 1 b との間の寸法



を小さくすることができる。 このため、巻上機 8 をより効率的に昇降路 1 内

に配置 し、昇降路 1 の水平方向の省スペース化を図ることができる。

[0036] また、モータ部 1 0 を第 2 のかごガイ ドレール 3 b 側へ寄せて配置 してい

るため、巻上機 8 を釣合おもり6 の真上に配置 しつつ、釣合おもり側綱止め

部 1 6 を巻上機 8 の横に配置することができ、釣合おもり側綱止め部 1 6 を

巻上機 8 の高さ範囲内に配置することができる。 このため、巻上機 8 をより

効率的に昇降路 1 内に配置 し、昇降路 1 の鉛直方向の省スペース化も図るこ

とができる。

[0037] さ らに、モータ部 1 0 の直径の 1 2 以下の径の綱車 9 を第 2 のかごガイ

ドレール 3 b に近付けて配置 したので、小径の綱車 9 であっても、第 1 のか

ご吊り車 1 3 a と第 1 のかごガイ ドレール 3 a との間隔、及び第 2 のかご吊

り車 1 3 b と第 2 のかごガイ ドレール 3 b との間隔を狭 くすることができる

[0038] このため、かごガイ ドレール中心線 C 1 に対 して、懸架手段 1 2 によるか

ご4 の吊り芯の偏芯量が小さくな り、かごガイ ドレール 3 a ， 3 b に作用す

るモーメン ト荷重を小さくすることができ、かごガイ ドレール 3 a ， 3 b の

サイズの増大を防 ぐことができる。 このような構成は、特に高強度 高屈曲

性の口一プで小径化 した綱車 9 を有する薄形の巻上機 8 に対 して有効である

[0039] また、釣合おもり6 はかご4 の側方に配置されており、巻上機 8 の少な く

とも一部が、真上か ら見て、釣合おもり6 と重なるように配置されているの

で、後述する図 7 のような構成に比べ、返 し車が不要であ り、部品点数を抑

えることができ、水平方向の省スペース化を図ることができる。

[0040] さ らに、釣合おもり側綱止め部 1 6 が巻上機支持梁 7 に支持されているの

で、釣合おもり側綱止め部 1 6 を支持する梁を別途設ける必要がな く、部品

点数を削減することができる。

[0041 ] さ らにまた、綱車 9 がモータ部 1 0 のかご4 側 に配置されており、綱車 9

のかご4 側の端面が第 2 のかごガイ ドレール 3 b のかご4 側の端面よりもモ



—タ部 1 0 側に位置 しているので、巻上機 8 や懸架手段 1 2 を効率良く配置

し、昇降路 1 の水平方向の省スペース化を図ることができる。

[0042] また、綱車 9 及びブレーキ 1 1 a は、真上から見て、第 2 のかごガイ ドレ

—ル 3 b を挟んで互いに対向 しているので、巻上機 8 を効率良く配置 し、昇

降路 1 の水平方向の省スペース化を図ることができる。

[0043] 実施の形態 2 .

次に、図 5 はこの発明の実施の形態 2 によるエレべ一タ装置を示す平面図

である。図において、各第 2 のレールプラケット2 b は、真上から見て、か

ごガイ ドレ一ル中心線C よりもかご4 の前後方向の前側で第 2 の昇降路壁

b に固定されている。各第 2 のレールプラケット2 b と各第 3 のレールプ

ラケット2 c との間には、帯状の連結ブラケッ卜2 d が接続されている。こ

れらプラケット2 b ， 2 c , 2 d により、第 2 の昇降路壁 1 b との間に釣合

おもり6 を囲む門形ブラケッ卜が構成されている。

[0044] 第 2 のかごガイ ドレール 3 b は、連結ブラケッ卜2 d に締結されている。

釣合おもり6 の一部は、第 2 のかごガイ ドレール 3 b の後ろ、即ち第 2 のか

ごガイ ドレール 3 b と第 2 の昇降路壁 1 b との間に配置されている。

[0045] 釣合おもり吊り車 1 4 は、真上から見て、綱車 9 と第 2 の昇降路壁 1 b と

の間に配置されている。また、釣合おもり側綱止め部 1 6 は、巻上機 8 の下

部、即ち巻上機支持梁 7 の下部に配置されている。他の構成は、実施の形態

と同様である。

[0046] このようなレイアウ トでは、巻上機 8 と釣合おもり側綱止め部 1 6 とが上

下に並ぶため、巻上機 8 及び釣合おもり側綱止め部 1 6 が占有する上下方向

のスペースが、実施の形態 1 よりも大きくなる。 しか し、釣合おもりガイ ド

レール 5 a ， 5 b の間隔が実施の形態 1 よりも大きくなるため、釣合おもり

6 の幅寸法を大きくして厚さ寸法を小さくすることができ、昇降路 1 の水平

方向については省スペース化を図ることができる。

[0047] また、かご4 の奥行き寸法 （前後方向寸法）が大きい場合は、釣合おもり

ガイ ドレール 5 a ， 5 b の間隔をさらに大きくすることができるため、釣合



おもり6 の高さ寸法を小さ くすることができ、巻上機 8 と釣合おもり側綱止

め部 1 6 とが上下方向に並んでも、昇降路 1 の鉛直方向の省スペース化を図

ることができる。

[0048] 実施の形態 3 .

次 に、図 6 はこの発明の実施の形態 3 によるエ レべ一タ装置を示す平面図

である。図において、第 2 のかご吊 り車 1 3 b は、真上か ら見て、かごガイ

ドレール中心線 C に対 して第 1 のかご吊 り車 1 3 a とは反対側 に配置され

ている。具体的には、真上か ら見て、第 1 のかご吊 り車 1 3 a は、かごガイ

ドレール中心線 C 1 よりもかご4 の前側 に配置され、第 2 のかご吊 り車 1 3

b は、かごガイ ドレール中心線 C よりもかご4 の後 ろ側 に配置されている

[0049] 第 1 及び第 2 のかご吊 り車 1 3 a ， 1 3 b の回転軸は、かご4 の前後方向

に対 して傾斜 してお り、かつ水平である。 これにより、懸架手段 1 2 の第 1

及び第 2 のかご吊 り車 1 3 a ， 3 b 間を通る部分は、真上か ら見て、かご

ガイ ドレール中心線 C に対 して斜めに交差 している。 また、第 1 及び第 2

のかご吊 り車 1 3 a ， 3 b は、真上か ら見て、かご4 の幅方向の中心線 と

かごガイ ドレール中心線 C との交点を中心 と して、点対称 に配置されてい

る。

[0050] 懸架手段 1 2 の綱車 9 と第 2 のかご吊 り車 1 3 b との間の部分は、第 2 の

かごガイ ドレール 3 b よりもかご4 の前後方向の後 ろ側、かつ、第 1 の釣合

おもりガイ ドレール 5 a よりもかご4 の前後方向の前側で、第 2 のかご側面

4 b と第 2 の昇降路壁 1 b との間を通 っている。他の構成は、実施の形態 1

と同様である。

[0051 ] このような レイアウ トによっても、巻上機 8 をより効率的に昇降路 1 内に

配置 し、昇降路 1 の水平方向及び鉛直方向の省スペース化を図ることができ

る。

[0052] また、第 1 及び第 2 のかご吊 り車 1 3 a ， 1 3 b がかごガイ ドレール中心

線 C に対 して互いに反対側 に斜めに配置されているため、懸架手段 1 2 によ



るかご4 の吊り芯をかご4 の重心に近付けることができ、かごガイ ドレール

3 a , 3 b に作用するモーメン ト荷重を極力小さくする （又は無 くす）こと

ができ、かごガイ ドレール 3 a ，3 b のサイズの増大を防ぐことができる。

[0053] 実施の形態 4 .

次に、図 7 はこの発明の実施の形態 4 によるエレべ一タ装置を示す平面図

、図 8 は図 7 のV I I I - V I I I 線に沿う断面図である。図において、第

3 の昇降路壁 1 c には、複数の第 3 のレールプラケット2 e が上下方向に互

いに間隔をおいて設置されているとともに、複数の第4 のレールブラケッ卜

f が上下方向に互いに間隔をおいて設置されている。

[0054] 第 3 のレールプラケット2 e には、第 1 の釣合おもりガイ ドレール 5 a が

締結されている。第4 のレールプラケット2 f には、第 2 の釣合おもりガイ

ドレール 5 b が締結されている。

[0055] 第 1 及び第 2 の釣合おもりガイ ドレール 5 a ， 5 b は、真上から見て、か

ご背面 4 d と第 3 の昇降路壁 1 c との間に配置されている。また、真上から

見て、第 1及び第 2 の釣合おもりガイ ドレール 5 a ， 5 b 間を結ぶ釣合おも

りガイ ドレール中心線C 2 は、かごガイ ドレール中心線C に対 して平行で

ある。

[0056] 釣合おもり6 は、かご4 と同 じ高さに位置するときに、かご背面 4 d に対

向する。また、釣合おもり6 は、真上から見て、かご背面 4 d と第 3 の昇降

路壁 1 c との間、即ちかご4 の後方に配置されている。

[0057] 第 1 の釣合おもりガイ ドレール 5 a の上端面上には、釣合おもり側支持梁

1 7 が載せられている （図 7 では省略）。釣合おもり側支持梁 1 7 は、釣合

おもり6 の真上で、かご4 の幅方向に平行、かつ水平に配置されている。ま

た、釣合おもり側支持梁 1 7 は、かご4 の幅方向の第 2 の昇降路壁 1 b 側に

位置する第 1 の支持梁端部 1 7 a と、第 1 の昇降路壁 1 a 側に位置する第 2

の支持梁端部 1 7 b とを有 している。

[0058] 第 2 の釣合おもりガイ ドレール 5 b は、第 2 の支持梁端部 1 7 b を貫通 し

ている。また、第 2 の支持梁端部 1 7 b は、第 2 の釣合おもりガイ ドレール



5 b の背面に締結されている。

[0059] 巻上機支持梁 7 (図 7 では省略）の第 1 の支持梁端部 7 a は、第 2 のかご

ガイ ドレール 3 b の背面に締結されている。巻上機支持梁 7 の第 2 の支持梁

端部 7 b は、釣合おもり側支持梁 1 7 の第 1 の支持梁端部 1 7 a 上に接続さ

れている。

[0060] 巻上機支持梁 7 は、釣合おもり側支持梁 1 7 に対 して直角に接続されてい

る。巻上機支持梁 7 及び釣合おもり側支持梁 1 7 は、第 2 のかごガイ ドレ一

ル 3 b と、第 1 及び第 2 の釣合おもりガイ ドレール 5 a ， 5 b とにより支持

されている。

[0061 ] 巻上機支持梁 7 の下部には、第 1 の支持腕 1 8 (図 7 では省略）を介 して

、第 1 及び第 2 の綱車側返 し車 1 9 a ， 1 9 b が支持されている。第 1 及び

第 2 の綱車側返 し車 1 9 a ， 1 9 b は、昇降路 1 内の上部で綱車 9 よりも下

方に配置されている。

[0062] また、第 1 及び第 2 の綱車側返 し車 1 9 a ， 9 b は、真上か ら見て、第

2 のかご側面 4 b と第 2 の昇降路壁 1 b との間に配置されている。第 1 及び

第 2 の綱車側返 し車 1 9 a ， 9 b の回転軸は、綱車 9 の回転軸に平行な直

線に対 して僅かに傾斜され、かつ水平である。

[0063] 釣合おもり6 の上部には、第 1 及び第 2 の釣合おもり吊り車 1 4 a ， 1 4

b が設けられている。第 1 及び第 2 の釣合おもり吊り車 1 4 a ， 1 4 b の回

転軸は、かご4 の前後方向 （釣合おもり6 の厚さ方向）に平行、かつ水平で

ある。 また、第 1 及び第 2 の釣合おもり吊り車 1 4 a ， 1 4 b は、上下方向

の同 じ位置で釣合おもり6 の幅方向に並べて配置されている。

[0064] 釣合おもり側支持梁 1 7 の上部には、第 2 の支持腕 2 0 (図 7 では省略）

を介 して、釣合おもり側返 し車 2 1 が支持されている。釣合おもり側返 し車

は、昇降路 1 内の上部で釣合おもり吊り車 1 4 a ， 1 4 b よりも上方に

配置されている。

[0065] 懸架手段 1 2 (図 7 では省略）は、綱車 9 か ら、第 1 の綱車側返 し車 1 9

a 、第 2 の綱車側返 し車 1 9 b 及び釣合おもり側返 し車 2 を経て、釣合お



もり吊り車 1 4 a ， 4 b に巻き掛けられている。釣合おもり側綱止め部 1

6 は、釣合おもり側支持梁 1 7 上の第 2 の釣合おもりガイ ドレール 5 b 近傍

に配置されている。

[0066] 懸架手段 1 2 は、かご側端部 1 2 a 側から、第 1 のかご吊り車 1 3 a 、第

2 のかご吊り車 1 3 b 、綱車 9 、第 1 の綱車側返 し車 1 9 a 、第 2 の綱車側

返 し車 1 9 b 、釣合おもり側返 し車 2 1、第 1 の釣合おもり吊り車 1 4 a 及

び第 2 の釣合おもり吊り車 1 4 b の順に巻き掛けられている。即ち、かご4

は、 2 : 1 口一ビング方式で吊り下げられている。他の構成は、実施の形態

と同様である。

[0067] このようなレイアウ トによっても、巻上機 8 をより効率的に昇降路 1 内に

配置 し、昇降路 1 の水平方向及び鉛直方向の省スペース化を図ることができ

る。

[0068] また、釣合おもり6 をかご4 の後側に配置 したので、客先要求等によって

かご4 の幅寸法が大きく、かつ、かご4 の奥行き寸法を小さくする必要があ

る場合でも、釣合おもりガイ ドレール 5 a , 5 b の間隔を広 くして、釣合お

もり6 の厚さ寸法を小さくすることができ、昇降路 1 の水平方向の省スぺ一

ス化を図ることができる。

[0069] なお、実施の形態 4 について、綱車側返 し車を 1 つとしたり、釣合おもり

側返 し車を2 個以上としたりしてもよい。また、釣合おもり吊り車を 1 つと

してもよい。

また、実施の形態 1 ~ 4 について、据付前に、第 2 のかごガイ ドレール 3

b の一部に対 して巻上機支持梁 7 や巻上機 8 のフレ一厶等を予め取り付けた

状態で出荷 してもよい。これにより、据付時の位置調整作業を容易にするこ

とができ、作業効率を向上させることができる。

さらに、実施の形態 4 のかご吊り車 1 3 a ， 3 b を、実施の形態 3 と同

様に、かごガイ ドレール中心線C に対 して斜めに配置 してもよい。



請求の範囲

[ 請求項 1] 第 1 及び第 2 のか ご吊 り車が設 け られてお り、昇降路 内を昇降され

るか ご、

前記昇降路 内に設置 され、前記か ごの昇降を案内する第 1 及び第 2

のか ごガイ ドレール、

釣合おも り吊 り車が設 け られてお り、前記昇降路 内を昇降される釣

合おも り、

前記昇降路 内に設置 され、前記釣合おも りの昇降を案内する第 1 及

び第 2 の釣合おも りガイ ドレ一ル、

綱車 と、前記綱車 を回転 させるモータ部 とを有 してお り、前記昇降

路 内の上部 に配置 され、前記か ご及び前記釣合おも りを昇降させる巻

上機、

か ご側端部 と釣合おも り側端部 とを有 してお り、前記第 1 のか ご吊

り車、前記第 2 のか ご吊 り車、前記綱車、及び前記釣合おも り吊 り車

に順 に巻 き掛 け られ、前記か ご及び前記釣合おも りを吊 り下げる懸架

手段、

前記昇降路 内の上部 に配置 され、前記か ご側端部が接続 されている

か ご側綱止め部、及び

前記昇降路 内の上部 に配置 され、前記釣合おも り側端部が接続 され

ている釣合おも り側綱止め部

を備 え、

前記第 2 のか ご吊 り車、前記綱車及び前記釣合おも り吊 り車は、真

上か ら見て、前記第 1 及び第 2 のか ごガイ ドレール を結ぶか ごガイ ド

レール中心線 に対 して一側 に配置 されてお り、

前記モータ部の一部 は、前記第 2 のか ごガイ ドレールの背面 と昇降

路壁 との間に配置 されてお り、

前記綱車は、乗場側か ら見て、前記第 2 のか ごガイ ドレール と重な

るように配置 されているエ レべ一タ装置。



前記釣合おも りは、真上か ら見て、前記か ごの側方 に配置 されてお

し」、

前記巻上機 の少な くとも一部 は、真上か ら見て、前記釣合おも りと

重なるように配置 されている請求項 1 記載のェ レベータ装置。

前記釣合おも りは、真上か ら見て、前記か ごガイ ドレ一ル中心線 に

対 して前記綱車 と同 じ側 に配置 されている請求項 2 記載のエ レべ一タ

装置。

前記釣合おも りの一部 は、前記第 2 のか ごガイ ドレールの後 ろに配

置 されている請求項 2 記載のエ レべ一タ装置。

前記巻上機 を支持する巻上機支持梁 をさ らに備 え、

前記釣合おも り側綱止め部 は、前記巻上機支持梁上 に支持 されてい

る請求項 2 か ら請求項 4 までのいずれか 1 項 に記載のエ レベータ装置

前記巻上機支持梁は、前記第 2 のか ごガイ ドレール と、前記第 1 及

び第 2 の釣合おも りガイ ドレール とによ り支持 されている請求項 5 記

載のエ レべ一タ装置。

前記昇降路 内の上部で前記綱車 よ りも下方 に配置 されている綱車側

返 し車、及び

前記昇降路 内の上部で前記釣合おも り吊 り車 よ りも上方 に配置 され

ている釣合おも り側返 し車

をさ らに備 え、

前記釣合おも りは、真上か ら見て、前記か ごの後方 に配置 されてお

し」、

前記懸架手段 は、前記綱車か ら、前記綱車側返 し車及び前記釣合お

も り側返 し車 を経て、前記釣合おも り吊 り車 に巻 き掛 け られている請

求項 1 記載のェ レべ一タ装置。

前記第 1 及び第 2 のか ご吊 り車は、真上か ら見て、前記懸架手段の

前記第 1 及び第 2 のか ご吊 り車間を通 る部分が前記か ごガイ ドレール



中心線 に対 して平行 になるように配置 されている請求項 1 か ら請求項

7 までのいずれか 1 項 に記載のエ レべ一タ装置。

前記第 2 のか ご吊 り車は、真上か ら見て、前記か ごガイ ドレール中

心線 に対 して前記第 1 のか ご吊 り車 とは反対側 に配置 されている請求

項 1 か ら請求項 7 までのいずれか 1 項 に記載のエ レべ一タ装置。

前記綱車の直径 は、前記モータ部の直径の 1 2 以下である請求項

か ら請求項 9 までのいずれか 1 項 に記載のエ レべ一タ装置。

前記綱車は、前記モータ部の前記か ご側 に配置 されてお り、

前記綱車の前記か ご側の端面は、前記第 2 のか ごガイ ドレールの前

記か ご側の端面 よ りも前記モータ部側 に位置 している請求項 1 か ら請

求項 1 0 までのいずれか 1 項 に記載のエ レべ一タ装置。

前記巻上機 は、前記モータ部の外周部 に配置 され前記綱車の回転 を

制動するブ レーキをさ らに有 してお り、

前記綱車及び前記 プ レ一キは、真上か ら見て、前記第 2 のか ごガイ

ドレール を挟んで互いに対向 している請求項 1 か ら請求項 1 1 までの

いずれか 1 項 に記載のェ レベータ装置。
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